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監査結果に関する措置状況報告書

令和５年度包括外部監査（子どもの教育と学びの支援に関する事務事業の執行について）

所　管　所　属：福祉局

通　　知　　日：令和６年５月14日

監査結果

№
頁数 指摘等の概要 措置内容又は措置方針等 措置分類

措置日
（予定日）

指摘11 119

【子ども自立アシスト事業】

（ＰＤＣＡの視点）

　福祉局は、本事業の事業目標指標として、本事業の目的や事業内容
に即した、分かりやすい指標を用いられたい。

　本事業は高等学校等への進学に課題を抱える世帯を支援し、貧困の
連鎖を断ち切り将来の自立を促進することを目的としており、これま
では生活保護世帯の将来的な扶助費の削減を事業目標指標として設定
していたが、生活困窮世帯を含めた事業全体の進捗を図る指標とし
て、「本事業利用者の高等学校等への進学率」を設定した。

措置済 令和６年２月22日

1



監査結果に関する措置状況報告書

令和５年度包括外部監査（子どもの教育と学びの支援に関する事務事業の執行について）

所　管　所　属：教育委員会事務局

通　　知　　日：令和６年５月10日

監査結果

№
頁数 指摘等の概要 措置内容又は措置方針等 措置分類

措置日
（予定日）

指摘１ 44

委託先が共同企業体（ＪＶ）の場合の契約（適法性の視点）

　教育委員会事務局は、委託先がＪＶの場合は、ＪＶを構成する事業
者全員に対して、委託契約書への調印を求めるべきである。

指摘を受けた当該契約については、契約期間が終了しているため、契
約書への調印を求めることできないが、今後、相手方において複数の
企業等が共同連帯して業務を行うことが想定される案件を発注する場
合については、当該契約に係る協定書等の必要書類を作成し、本市に
おける法的リスク審査等の所定の手続を経た上で、適切な契約事務を
行うよう、周知・徹底する。

措置済 令和６年４月１日

指摘３ 89

議事録の作成に関する規定の整備（適法性の視点）

　教育委員会事務局は、教育ブロック会議設置要綱に議事録の作成に
関する規定を設け、作成手続と責任主体を明確にするとともに、教育
ブロック会議の議事録に基本的な記載の内容に遺漏がないよう留意さ
れたい。

教育ブロック会議設置要綱に会議要旨の作成に関する規定を新たに設
け、基本的な記載の内容に遺漏がないよう、記載事項や責任主体を明
確にした。

【参考：教育ブロック会議設置要綱改正部分】
（会議要旨の作成）
第８条　ブロック代表は、教育ブロック会議が開催された際には、会
議要旨を作成し、次に掲げる事項を記載するものとする。
開催日時、開催場所（方法）、出席者、議題、主な発言内容、議事結
果

措置済 令和６年３月１日
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